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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書

面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しており

ません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、

株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書

面を一律でお送りいたします。

第77期定時株主総会招集通知

電子提供措置事項のうち交付書面省略事項

① 連結計算書類

連結株主資本等変動計算書

連結注記表

② 計算書類

株主資本等変動計算書

個別注記表

第77期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
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連結株主資本等変動計算書

（2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日

期 首 残 高
1,000,000 701,711 △612,977 △179,114 909,619

連 結 会 計 年 度 中

の 変 動 額

親会社株主に帰属す

る 当 期 純 利 益
460,265 460,265

自 己 株 式 の 取 得 △26 △26

株主資本以外の項目

の連結会計年度中の

変 動 額 ( 純 額 )

連 結 会 計 年 度 中

の 変 動 額 合 計
－ － 460,265 △26 460,239

2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日

期 末 残 高
1,000,000 701,711 △152,711 △179,140 1,369,858

連結株主資本等変動計算書

－ 1 －
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連結株主資本等変動計算書

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産

合 計その他有価証券

評 価 差 額 金

そ の 他 の

包 括 利 益

累 計 額 合 計

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日

期 首 残 高
582 582 910,201

連 結 会 計 年 度 中

の 変 動 額

親会社株主に帰属す

る 当 期 純 利 益
460,265

自 己 株 式 の 取 得 △26

株主資本以外の項目

の連結会計年度中の

変 動 額 ( 純 額 )

3,698 3,698 3,698

連 結 会 計 年 度 中

の 変 動 額 合 計
3,698 3,698 463,938

2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日

期 末 残 高
4,281 4,281 1,374,140

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 2 －
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連結注記表

連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 13社

・主要な連結子会社の名称 有限会社タカチホ・サービス

株式会社越後銘販

株式会社札幌旬彩堂

株式会社青森銘販

株式会社奥羽銘販

庄和堂株式会社

株式会社蔵王銘販

株式会社郡山銘販

株式会社赤城銘販

株式会社佐渡銘販

株式会社東京旬彩堂

株式会社富士銘販

株式会社ひだ銘販

②　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 有限会社仙台旬彩堂

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社の総資産額、売上高、当期純損益及び

利益剰余金等がいずれも連結計算書類に重要な影響

を及ぼさないため連結の範囲から除外しておりま

す。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社の状況

持分法適用の非連結子会社はありません。

②　持分法を適用していない非連結子会社の状況

・主要な会社の名称 有限会社仙台旬彩堂

・持分法を適用していない理由 持分法を適用していない非連結子会社は､ それぞれ

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がないため、持分法

の適用から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

－ 3 －
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連結注記表

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ． 有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ． 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品 移動平均法による原価法

（ただし、小売商品の一部は売価還元法による低価

法）

・製品 総平均法による原価法

・原材料 先入先出法による原価法

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

当社及び連結子会社は定額法によっております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～40年

機械装置及び運搬具　　　10年

工具器具備品　　　　３～20年

ロ．無形固定資産

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。

－ 4 －
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連結注記表

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見

込額基準により当連結会計年度に負担すべき額を計

上しております。

④　収益及び費用の計上基準

イ．商品、製品及びサービスに係る収益認識

　当社及び連結子会社は、商品、製品の販売及びサービスについては、顧客に商品、製

品それぞれを引き渡した時点及びサービスを提供した時点で収益を認識しております。

なお、商品の販売及びサービスの提供のうち当社及び連結子会社が代理人に該当する

と判断したものについては、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を

差し引いた純額で収益を認識しております。

ロ．自社ポイント制度に係る収益認識

　当社は、アウトドア各店においてカード会員に付与したポイントを履行義務として認

識し、将来の失効見込み等を考慮して算出された独立販売価格を基礎として取引価格の

配分を行い、ポイントが使用された時点で収益を認識しております。

ハ．回数券に係る収益認識

　当社は、温浴施設において発行した回数券を履行義務として識別し、回数券が使用さ

れた時点で収益を認識しております。

ニ．返品権に係る取り扱い

　当社及び連結子会社は、取引先との商慣習により生じる返品について翌連結会計年度

以降に発生する見込み額を一定期間の返品実績率を乗じて返金負債に計上しておりま

す。返金負債の決済時に顧客から商品及び製品を回収する権利については返品資産を認

識しております。

２．表示方法の変更に関する注記

(表示方法の変更)

(連結損益計算書)

　前連結会計年度において「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取手数料」は、金

額的重要性が増したことから、当連結会計年度より独立掲記することとしました。

－ 5 －
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連結注記表

３．会計上の見積りの開示に関する注記

(1)固定資産の減損

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　有形固定資産　1,586,469千円

　　無形固定資産　　112,131千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該

資産又は当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を

下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上し

ております。減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定にあたっては慎重に検討しており

ますが、事業計画やコロナ禍以前の水準への回復状況により、その見積り額の前提とした条

件や仮定に変更が生じた場合、減損処理が必要となる可能性があります。

(2)繰延税金資産

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　繰延税金資産　　234,349千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち、将来課税所得を減算できる可能性が高

いものについて繰延税金資産を認識しております。繰延税金資産の回収可能性の判断におい

ては、連結計算書類作成時点で利用可能な情報に基づいた最善の見積りを行い、将来獲得し

得る課税所得の時期及びその金額を見積り算定しております。そのため、課税所得が生じる

時期及び金額は、コロナ禍以前の水準への回復状況など将来の事象の過程又は予測に変化が

生じ、将来の課税所得の悪化が見込まれることになった場合、繰延税金資産が減額され税金

費用が計上される可能性があります。

　当社グループにおいては、固定資産の減損及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見

積りを行うにあたり、引き続き新型コロナウイルス感染症による影響を考慮しております

が、コロナ禍以前の水準への回復状況、完全な収束時期等に関しては、参考となる前例や統

一的な見解がなく、当社グループの将来収益に与える影響を客観的に予測することが困難で

あることから、当連結会計年度末における固定資産の減損会計及び繰延税金資産の回収可能

性等の会計上の見積りについては、新型コロナウイルス感染症の影響が大きいみやげ卸売事

業、みやげ小売事業及びみやげ製造事業において、以下に記載の仮定を用いて算定し判断し

ております。

算定に用いた仮定

　2024年３月期におけるみやげ卸売事業、みやげ小売事業及びみやげ製造事業の売上予想に

ついては関係省庁、旅行・観光業者が公表をしている今後の予測値を踏まえ、新型コロナウ

イルス感染症の発症前である2019年の約90％を基準とし、売上総利益、販売管理費等につい

ては直近の実績値、そして各事業所・店舗における特殊要因、またコロナ禍における観光み

やげ品の消費動向等を踏まえ算定しております。
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連結注記表

建物及び構築物 535,769千円

土地 782,781千円

計 1,318,550千円

１年以内返済予定長期借入金 332,643千円

長期借入金 1,294,833千円

計 1,627,476千円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 2,917,498千円

(4) 国庫補助金等による圧縮記帳額 42,223千円

　なお、新型コロナウイルス感染症の影響度合い及び回復状況が変化することにより、仮定

の不確実性が著しく想定を超えて変化した場合に翌連結会計年度以降の見積りに重要な影響

が生じる可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

(2) 財務制限条項

　株式会社三井住友銀行を借入先とする金銭消費貸借約定書（借入残高40,024千円）に

は、当社の貸借対照表上の純資産の部や当社の損益計算書における経常利益等により算出

される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付加されております。

５．連結損益計算書に関する注記

棚卸資産の評価損

　当連結会計年度末の棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次の棚卸

資産評価損が売上原価に含まれております。

4,434千円

－ 7 －
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連結注記表

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 727,500株 －株 －株 727,500株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 91,350株 20株 －株 91,370株

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

　　該当ありません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に

なるもの

　　該当ありません。

－ 8 －
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連結注記表

連結貸借対照表計上額(*) 時       価 (*) 差 額

① 投 資 有 価 証 券 28,309千円 28,309千円 －千円

② 長 期 借 入 金 (1,668,902) (1,660,037) △8,865

③ 長 期 預 り 保 証 金 (224,720) (208,472) △16,247

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しております。

　　売掛金に係る顧客のリスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

　　投資有価証券は主として株式及び地方債であり、上場株式及び地方債については四半期

ごとに時価の把握を行っております。

　　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、デリバテ

ィブ取引は実施しておりません。

　　長期預り保証金は、賃貸契約に係る保証金として預かっており、契約満了時に一括して

返還するものであります。これらの債務は、流動性リスクに晒されております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

(*) 負債に計上されているものは、(　)で示しております。

(※1)「現金及び預金」は注記を省略しており、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」につ

いては、短期間で決済されるものであるため時価が帳簿価額と近似することから、記載を

省略しております。

(※2)非上場株式（連結貸借対照表計上額20,766千円）は、「金融商品の時価等に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年3月31日）第５項に基づき、時価開示の

対象としてはおりません。

(3) 金融商品のレベルごとの内訳等に関する事項

　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における相場価格により算定した時

　　　　　　　　　　価

　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算

　　　　　　　　　　定した時価

　　レベル３の時価：観測できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベ

ルに時価を分類しております。

－ 9 －
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 18,309 10,000 － 28,309

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 1,660,037 － 1,660,037

長期預り保証金 － 208,472 － 208,472

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(単位：千円)

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位：千円)

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　投資有価証券

　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している地

方債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、

その時価をレベル２の時価に分類しております。

　長期借入金及び長期預り保証金

　　これらの時価は、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 10 －
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

644,067千円 △26,017千円 618,049千円 507,928千円

みやげ
卸売
事業

みやげ
小売
事業

みやげ
製造
事業

温浴
施設
事業

不動産
賃貸
事業

アウトドア
用品事業

その他 合計

顧客との
契約から
生じる収
益

5,114,396 891,515 131,721 276,160 － 552,520 242,179 7,208,494

その他の
収益

－ － － － 125,839 － － 125,839

外部顧客
への売上
高

5,114,396 891,515 131,721 276,160 125,839 552,520 242,179 7,334,334

前連結会計年度 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 312,014 380,773

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 380,773 616,866

契約負債（期首残高） 34,459 47,973

契約負債（期末残高） 47,973 37,629

８．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループは、長野県その他の地域において、賃貸用の商業施設等を有しておりま

す。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注１）当連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主として不動産鑑定士による鑑定評価額であります。

９．収益認識に関する注記

(1) 収益の分解情報

(単位：千円)

※その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年3月30日）

に基づく賃貸収入であります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記（4)会計方針に

関する事項　④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(単位：千円)

　当期に認識した収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は47,973千円です。

－ 11 －
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(1) １株当たり純資産額 2,160円16銭

(2) １株当たり当期純利益 723円54銭

　　　期首残高

　　　固定資産の取得に伴う増加額

93,478千円

－

　　　時の経過による調整額 1,328千円

　　　固定資産の喪失による減少額 －

期末残高 94,807千円

10．１株当たり情報に関する注記

11．その他の注記

(1) 資産除去債務に関する注記

　当社グループは、主に温浴施設及び事業用資産の一部について土地所有者との間で賃借期

間15年～20年の事業用定期借地権契約を締結しており、当該不動産賃借における賃借期間終

了時の原状回復義務に関し資産除去債務を計上しております。資産除去債務の見積りにあた

り、使用見込期間は15年～20年、割引率は主として1.02％を採用しております。

　当連結会計年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。
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株主資本等変動計算書

（2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主
資 本
合 計

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益
剰余金

利益
剰余金
合計

繰越利益
剰 余 金

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日

期  首  残  高
1,000,000 1,251 700,459 701,711 107,182 △698,668 △591,486 △179,114 931,109

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 459,280 459,280 459,280

自己株式の取得 △26 △26

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － 459,280 459,280 △26 459,253

2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日

期  末  残  高
1,000,000 1,251 700,459 701,711 107,182 △239,388 △132,206 △179,140 1,390,363

評 価 ・ 換 算
差 額 等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日

期  首  残  高
582 931,692

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 459,280

自己株式の取得 △26

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

3,698 3,698

事業年度中の変動額合計 3,698 462,952

2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日

期  末  残  高
4,281 1,394,645

株主資本等変動計算書

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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2023/05/30 11:48:28 / 22946982_株式会社タカチホ_招集通知

個別注記表

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額金は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

③　棚卸資産

・商品 移動平均法による原価法

 (ただし、小売商品の一部は売価還元法による

　低価法)

・製品 総平均法による原価法

・原材料 先入先出法による原価法

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定額法によっております。

　 主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　３～40年

構築物      　９～36年

機械装置　　　　　10年

工具器具備品　３～20年

②　無形固定資産 定額法によっております。

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づいております。

－ 14 －
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見

込額基準により当事業年度に負担すべき額を計上し

ております。

(4) 収益及び費用の計上基準

イ．商品、製品及びサービスに係る収益認識

　当社は、商品、製品の販売及びサービスについては、顧客に商品、製品それぞれを引

き渡した時点及びサービスを提供した時点で収益を認識しております。なお、商品販売

及びサービスの提供のうち当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客か

ら受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識してお

ります。

ロ．自社ポイント制度に係る収益認識

　当社は、アウトドア各店においてカード会員に付与したポイントを履行義務として認

識し、将来の失効見込み等を考慮して算出された独立販売価格を基礎として取引価格の

配分を行い、ポイントが使用された時点で収益を認識しております。

ハ．回数券に係る収益認識

　当社は、温浴施設において発行した回数券を履行義務として識別し、回数券が使用さ

れた時点で収益を認識しております。

ニ．返品権に係る取り扱い

　当社は、取引先との商慣習により生じる返品について翌期以降に発生する見込み額を

一定期間の返品実績率を乗じて返金負債に計上しております。返金負債の決済時に顧客

から商品及び製品を回収する権利については返品資産を認識しております。

２．表示方法の変更に関する注記

(表示方法の変更)

(損益計算書)

　前事業年度において「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取手数料」は、金額的

重要性が増したことから、当事業年度より独立掲記することとしました。
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３．会計上の見積りの開示に関する注記

(1) 固定資産の減損

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

　　有形固定資産　1,576,470千円

　　無形固定資産　　110,640千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又

は当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回

る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上して

おります。減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定にあたっては慎重に検討しており

ますが、事業計画やコロナ禍以前の水準への回復状況により、その見積り額の前提とした

条件や仮定に変更が生じた場合、減損処理が必要となる可能性があります。

(2) 繰延税金資産

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

　　繰延税金資産　　239,119千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち、将来課税所得を減算できる可能性が

高いものについて繰延税金資産を認識しております。繰延税金資産の回収可能性の判断に

おいては、計算書類作成時点で利用可能な情報に基づいた最善の見積りを行い、将来獲得

し得る課税所得の時期及びその金額を見積り算定しております。そのため、課税所得が生

じる時期及び金額は、コロナ禍以前の水準への回復状況など将来の事象の過程又は予測に

変化が生じ、将来の課税所得の悪化が見込まれることになった場合、繰延税金資産が減額

され税金費用が計上される可能性があります。

　当社においては、固定資産の減損及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを

行うにあたり、引き続き新型コロナウイルス感染症による影響を考慮しておりますが、コ

ロナ禍以前の水準への回復状況、完全な収束時期等に関しては、参考となる前例や統一的

な見解がなく、当社の将来収益に与える影響を客観的に予測することが困難であることか

ら、当事業年度末における固定資産の減損会計及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上

の見積りについては、新型コロナウイルス感染症の影響が大きいみやげ卸売事業、みやげ

小売事業及びみやげ製造事業において、以下に記載の仮定を用いて算定し判断しておりま

す。

算定に用いた仮定

　2024年３月期におけるみやげ卸売事業、みやげ小売事業及びみやげ製造事業の売上予想

については関係省庁、旅行・観光業者が公表をしている今後の予測値を踏まえ、新型コロ

ナウイルス感染症の発症前である2019年の約90％を基準とし、売上総利益、販売管理費等

については直近の実績値、そして各事業所・店舗における特殊要因、またコロナ禍におけ

る観光みやげ品の消費動向等を踏まえ算定しております。
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建物及び構築物 535,769千円

土地 782,781千円

計 1,318,550千円

１年以内返済予定長期借入金 332,643千円

長期借入金 1,294,833千円

計 1,627,476千円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 2,811,237千円

　　　土地 42,223千円

　　　短期金銭債権 482,353千円

　　　短期金銭債務 23,232千円

①　売上高 2,858,657千円

②　その他の営業取引高 433,946千円

③　営業取引以外の取引高 7,497千円

3,195千円

　なお、新型コロナウイルス感染症の影響度合い及び回復状況が変化することにより、仮

定の不確実性が著しく想定を超えて変化した場合に翌事業年度以降の見積りに重要な影響

が生じる可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

　　上記に対応する債務

(2) 財務制限条項

　　株式会社三井住友銀行を借入先とする金銭消費貸借約定書（借入残高40,024千円）に

は、貸借対照表上の純資産の部や損益計算書における経常利益等により算出される一定の

指標等を基準とする財務制限条項が付加されております。

(4) 国庫補助金等によって取得した資産については、国庫補助金等に相当する下記の金額を

取得価額から控除しております。

(5) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

　（区分表示したものを除く）

５．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

(2) 棚卸資産の評価損

　当事業年度末の棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次の棚卸資産

評価損が売上原価に含まれております。
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種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者と
の 関 係

取引内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社 ㈱ ひ だ 銘 販
（所有）

直接 100.0％
－

資金の貸付
（注１）

73,799
関係会社短期
貸付金（注２）

77,160

利息の受取
（注１）

379 － -

子 会 社 ㈱ 赤 城 銘 販
（所有）

直接 100.0％
－

資金の貸付
（注１）

57,203
関係会社短期
貸付金（注２）

63,080

利息の受取
（注１）

279 － -

子 会 社 ㈱ 蔵 王 銘 販
（所有）
直接 100.0％

－

資金の貸付
（注１）

42,150
関係会社短期
貸付金（注２）

34,680

利息の受取
（注１）

228 － -

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　　　普通株式　　　　　　　91,370株

７．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は繰越欠損金等であり、評価性引当額を控除しておりま

す。

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、機械装置、車両運搬具、工具器具備品の一部につ

いては、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

９．関連当事者との取引に関する注記

　　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　（注１）株式会社ひだ銘販、株式会社赤城銘販及び株式会社蔵王銘販に対する資金の貸付

については、市場金利を勘案して決定しております。なお、資金の貸付について

は、反復的な取引に係るものであり、取引金額は当事業年度の平均貸付残高を記載

しております。

　　（注２）株式会社ひだ銘販に対する貸付については、56,179千円の貸倒引当金を計上して

おります。また、当事業年度において199千円の関係会社貸倒引当金繰入額を計上

しております。

　　　　　　株式会社赤城銘販に対する貸付については、15,337千円の貸倒引当金を計上して

おります。また、当事業年度において3千円の関係会社貸倒引当金繰入額を計上し

ております。

　　　　　　株式会社蔵王銘販に対する貸付については、24,715千円の貸倒引当金を計上して

おります。また、当事業年度において210千円の関係会社貸倒引当金繰入額を計上

しております。
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個別注記表

(1) １株当たり純資産額 2,192円39銭

(2) １株当たり当期純利益 721円99銭

　　　期首残高 93,478千円

　　　固定資産の取得に伴う増加額 －

　　　時の経過による調整額 1,328千円

　　　固定資産の喪失による減少額 －

期末残高 94,807千円

10．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　９．収

益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記

12．その他の注記

(1) 資産除去債務に関する注記

　当社は、主に温浴施設及び事業用資産の一部について土地所有者との間で賃借期間15年～

20年の事業用定期借地権契約を締結しており、当該不動産賃借における賃借期間終了時の原

状回復義務に関し資産除去債務を計上しております。資産除去債務の見積りにあたり、使用

見込期間は15年～20年、割引率は主として1.02％を採用しております。

　　当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。
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